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特需が去ってもチャンスを逃さない 
ソリューション・セールスへの回帰

　昨年は、Windows XPのリプレース需要と消

費増税前の駆け込み需要という2つのビジネス

チャンスで、パートナーの皆様におかれましても好

スタートできたのではないでしょうか。業界全体が

特需に沸く一方で、他のディストリビューターが相

次ぐ大量の受注に対応しきれなかった場面でも、

パートナー様とともに、エンドユーザー様のニーズ

を的確にフォローでき、新しいお客様との取引開

始につながった一年でもあったと思います。

　さて、2 0 1 5年 7月にサポートが終了する

Windows Server 2003のリプレースは、大きな

ビジネスになると期待しています。そのほかにも

IPv6に対応した機器の導入やサービス＆サポー

ト需要も増えると予想しています。

　また、今年中にWindows 10がリリースされま

す。Windows 7のメインサポートが終了し、いま

だに残るWindows XP搭載PCのリプレースとあ

わせて、ご案内を継続しなければなりません。タブ

レットの活用と一緒に、お客様にご提案する機会

も増えることと思います。

大塚商会は商材の豊富さと
全員参加のソリューション・ビジネスで

「攻めのIT」をサポートします
株式会社大塚商会
代表取締役社長

大塚 裕司 
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　その一方で、昨年の特需の反動と、今年10月

に予定されていた消費増税の先延ばしによる買

い控えで、企業のIT投資鈍化も懸念されます。し

かし、このような環境だからこそ、付加価値の高

いソリューション・セールスが重要になってきます。

2015年も、大塚商会は幅広い商材と提案力の

高い人材でパートナー様のビジネスをサポートい

たします。

在庫の豊富さによって 
競合他社にはない選択肢をご提案

　大塚商会は、複写機の販売から始まり、ハード

ウェア、ソフトウェア、SI、サービス＆サポートの充

実、さらに文具や生活用品、そしてオフィスサプラ

イまで、多種多様の商材を取り扱っています。

　これらの商品やサービスを遅延なくご提供する

ために、昨年は8月に都内ベイエリアに大型の物

流センターを開設しました。このセンターはIT機

器関連商材の全国的なハブ機能も備えているた

め、日本中のお客様へ必要な商材をいつでも届

けることができるようになりました。

　この物流センターは、当社取り扱いのLED照

明を約6,000個利用し、CO2換算で年間約190

トンの削減効果を見込める省エネ設計となって

おります。また、ネットワークの二重化など最新

のBCP機能も完備しており、センター自体が、ソ

リューション・セールスのモデルケースとなってい

ます。

　大塚商会が取り扱う商材の多さ・販売ノウハウ

の蓄積に加え、在庫の豊富さは、パートナー様が

エンドユーザー様にご提案できるソリューションと

してご活用いただけます。

　パートナー様とともに商材を販売するからこそ

相乗効果が生まれ、各ベンダー様との値下げ交

渉が可能になります。このスケールメリットをパート

ナー様にご活用いただき、さらなるビジネスの拡

大にお役立てください。

　今後は、新しくお取引の始まったお客様に大

塚商会ならではのサービスをご案内し、お客様

のニーズに寄り添ったご提案を徹底することで、

パートナー様とともに成長してゆきたいと考えてお

ります。

パートナー様と互いに助け合い 
共に歩んでいける信頼関係を目指して

　大塚商会は、お客様にとって「街の電器屋さ

ん」のような存在でありたいというスローガンを掲

げております。パートナー様がエンドユーザー様

から「オフィスでのお困りごと」を相談された場合

に、いつでもすぐに取り組めるよう心がけ、積極的

なソリューションを提案できる「攻めのIT」の姿勢

を目指していきます。そのためには、パートナーの

皆様のご協力が必要不可欠です。

　未年らしく、私たち大塚商会はパートナー様と

一丸となって、お客様にお役に立ちたいと考えて

おります。BP事業部も例年以上にサポート体制を

強化いたしますので、今後ともより一層のお引き立

てを賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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好材料を見逃さないサポート体制で
大塚商会がパートナー様のビジネスを 
お手伝いいたします

潜在的なニーズに対して 
提案力で応えていく一年に

　2014年を振り返りますと、企業のIT投資にとって、大きな
潮目があった年でした。特需に沸いた上半期は、エンドユー
ザー様からの膨大なニーズに対して、パートナー様は、いか
にスピーディーに対応するかが重要でした。一方、下半期
は、パートナー様の積極的なソリューション提案が案件の獲
得につながりました。
　このような急激な市場の変化に対応でき、無事に一年を
終えることができましたのも、ひとえにエンドユーザー様とのコ
ミュニケーションを密にしてくださったパートナーの皆様のお
かげです。
　2015年は、Windows Server 2003の切り替えや
Windows搭載タブレットの需要拡大が期待されています。こ
れらの案件は、単なるハードウェアの置き換えだけでなく、SI

サービスの提供が不可欠です。そのほかにもクラウドサービ
スの導入もますます活気づいてくるでしょう。Office ソフトや
Adobe製品に代表されるアプリケーションは、パッケージ販

売からクラウドサービスを利用するライセンス販売へと移行
が進んでいます。
　今後は、クラウドサービスの活用とオンプレミスへの投資を
うまく組み合わせたIT環境の構築提案が必要となり、パート
ナー様の提案力が活かされる年になるかと思います。
　そして、今年は10月から始まるマイナンバー制の導入や
2020年の東京オリンピックの準備など、新しく始まるIT投資
も本格化します。我々にとっては好材料に恵まれた一年にな
ると予測しています。
　このような背景の中で、多彩な商材やソリューションの提
供はもちろん、他のディストリビューターとは一味ちがう付加
価値サービスを組み合わせることが、ビジネスの拡大につな
がるのではないでしょうか。

システムと人材を刷新し 
よりお客様目線のサポートを実現

　BP事業部では、パートナー様とともに、エンドユーザー様
にご提案できるサービス＆サポートに力を入れて参りました。
今年はとくに次の2つの取り組みでサポート体制を強化して
いく所存です。
　まずは、システム面での強化です。2015年1月から、「た
のめーる」が全面リニューアルします。それに合わせてパート
ナー様の専用サイトであるBPプラチナの刷新を予定してい
ます。パートナー様にとって、より使いやすく、よりエンドユー
ザー様のニーズに合った商品提案ができるシステムの登場
にご期待ください。
　そして、社員教育の徹底です。今年は、ソリューション・ビ
ジネスをテーマにした社内研修を行い、さらにCS（顧客満足
度）の向上を目指します。例えば、社員の顧客対応力を向上
させるカリキュラムを実践し、エンドユーザー様のご要望を
的確に理解できる人材育成に努めます。このスタッフたちは、
パートナー様のビジネスのお力になれるはずです。
　このように大塚商会は2015年も、パートナーの皆様と手を
取り、エンドユーザー様のニーズにお応えできるよう、商材と
ソリューションの幅広い選択肢をご用意いたします。旧年同
様、積極的なビジネスに努めてまいりますので、本年も大塚
商会BP事業部をどうぞよろしくお願いいたします。

株式会社大塚商会
取締役 兼 常務執行役員
ビジネスパートナー事業部長

塩川 公男 

New Year Opinion
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2015年、ITビジネスの
時代の変化はIT投資への好機

2014年前半のITビジネスは、「Windows XPの入替需要」と「消費税
の増税による駆け込み需要」により、近年まれに見る繁忙期が訪れ
た。ところが4月を過ぎ、特需の反動はIT投資の冷え込みとなってパー
トナー様を苦しめることになる。この特需の反動が落ち着きを見せる
2015年、パートナー様のビジネスを拡大するための方策とは何なの
だろうか。本特集では、2014年のITビジネスを振り返り、2015年、
パートナー様のITビジネスをさらに飛躍させる提案商材やソリュー
ションを模索したい。
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いよいよ本格化する
サーバーOS入れ替え需要

　日本の社会環境の変化は、年々その
速さを増している。そのような実感を持
つパートナー様も多いに違いない。まし
てや、犬の成長の速さを引き合いに“ドッ
グイヤー”と呼ばれてきたIT業界の変化
のスピードには、業界内の人間であって
も、目が回りかねないのが実情だ。
　では、I Tビジネス市場は今年どの
ような展開を遂げるのか。それを考え
る前に、まずは2014年を簡単に振り
返っておきたい。最大のトピックは、や
はりWindows XP移行需要になるだ
ろう。長年にわたり、国内法人市場の
クライアントOSの主流に君臨し続けた
Windows XPのサポート終了による入
替需要は、まさに特需の名にふさわし
いものだった。
　そのため、エンドユーザー様のIT予
算の多くがクライアントOSの移行に費
やされてしまったことも否めない。そう
いう意味では、なかなか“攻めのIT投
資提案”にまで手が回らなかったパート
ナー様も多かったはずだ。
　なお、2015年7月には、Windows 

Server 2003のサポートが終了する。
2013年末時点で国内において稼働す
るWindows Server 2003は推定で
約36万台。2014年末時点でも、中堅・
中小企業を中心に、約21万台が稼働
していると見られている。その移行が、
Windows XP移行に続く需要を生むこ
とは間違いない。さらに、多様なアプリ
ケーションが稼働するサーバーOS移行

には、案件規模を拡大させるチャンス
が多い点には注目が必要だ。

セキュリティ意識の向上が
生む新たなニーズ

　通信教育大手による過去最大規模
の個人情報漏えい事件も、2014年のト
ピックの一つだ。情報漏えいが企業価
値そのものを左右する現実が浮き彫り
となったという意味で、多くのパートナー
様にとっても印象に残る事件だったに
違いない。直近のトピックとしては、いわ
ゆる「マイナンバー法」の施行を控え、
セキュリティ意識の高まりは新たなニー
ズを生むはずだ。
　なおサポート終了前のOS移行は、セ
キュリティ対策の大前提になる。だが
2014年末時点でも、大都市圏以外の
中小企業や公共団体では、Windows 

XPが継続利用されているケースが少
なくない。Windows Server 2003の

サポート終了も含めて、エンドユーザー
様への啓発に努め、移行ニーズを確
実に拾い上げていくことが大切になる
だろう。
　ハードウェアに目を向けると、2014

年の最大のトピックはやはりビジネス
市場へのタブレット普及と言えるだろ
う。“2台持ち”あるいはタブレットによる
“2i n1”という形で、ビジネスシーンへ
のその普及は確実に進んでいる。ま
た、法人市場においてWindowsタブ
レットの普及が進んでいることも注目ポ
イントの一つだ。
　最後に、2014年に急速に進んだ円
安の影響を見ておきたい。急速な円安
は、HDD、メモリなど海外から輸入さ
れるPCパーツ価格の値上がりに直結
した。その結果、2015年初頭にはIT

機器の一斉値上げが見込まれている。
為替動向にもよるが、この傾向はしばら
く続くことが予想される。

2014年のIT投資から予測する2015年の市場予測
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2014年計（予測）2012年計 2013年計 2014年（～9月）

その他OSタブレット
Windowsタブレット

●大塚商会販売実績に見るWindowsタブレットの拡大

ここ数年でWindows搭載タブレットの市場が形成されていることがわかる。今後も市場は拡大すると見られ、ちゃんと使
える活用方法の提案が必要となる。



回線速度の向上が
クラウド移行の追い風に

　次にテクノロジーの側面から、今年
のITビジネス市場を見ていきたい。まず
注目したいのは通信回線をめぐる状況
の変化だ。
　現在NTT東日本・西日本をはじめと
する回線事業者から提供される光回線
（光ファイバー）の回線速度は、さまざ
まな事情から公称速度に比べると見
劣りすることが多い。こうした状況を大
きく変えることが期待されているのが、
N T T東日本・西日本による「フレッツ
光」卸販売開始だ。「光コラボレーショ
ンモデル」と名付けられた、光回線を
多様なプレーヤーに提供する世界的
にも例を見ない取り組みにおいてまず
注目したいのは、2012年2月に提供開
始されるNTTドコモの「ドコモ光」だ。
　「ドコモ光」による具体的なサービス

内容は、まだ発表されていないが、これ
までよりも回線速度の向上を含むプラ
ンが用意されると見られている。
　こうした動きはクラウドの普及に向
け、大きな追い風になるだろう。特にこ
れまで、回線速度への懸念からクラウ
ドへの移行は好ましくないと見られてき
たファイルサーバー移行の追い風にな
るはずだ。回線速度の向上は、3次元
CADデータをクラウドサーバー上で連
携する場合に、これまで困難だった運
用を可能にするからだ。
　回線速度の向上は、エンドユーザー
様のLAN環境の再検討にもつながる。
タブレットの普及もあり、多くのオフィス
では今、無線LANの導入が進んでい
る。だが回線速度の向上により、既存
の無線L A N環境は通信速度のボト
ルネックにもなり得る。今後は、「無線
LANから有線LANへの一部再移行」
という選択肢も十分にありえる。

業務システムの移行に
活用したいPaaS

　次に注目したいのが、クラウドの進
化だ。アプリケーションをサービスと
して提供するSaaS（Software as a 

Service）、ハードウェアとOS／実行環
境を提供するPaaS（Platform as a 

Service）、ハードウェアのみ提供する
IaaS（Infrastructure as a Service）の
各サービスが出揃ったことで、今後は目
的に応じた使い分けが重要になる。例
えば、業務システムのクラウド化であれ
ば、PaaSの利用が効果的だ。同様の
サービスは大部分のクラウド事業者から
提供されているが、Windowsベースの
業務システムを利用するエンドユーザー
様の場合、Microsoft Azureがもっとも
注目される選択肢になるだろう。
　また、ソフトウェア面では、今年秋に
発売が予定されているWindows 10

ブレイクが予想される最新テクノロジー動向
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●SaaS、PaaS、LaaSの違い

クラウドサービスは、SaaSからPssS、IaaSへとその領域を広げている。この傾向は今後、ますます加速することが予想される。

アプリケーション

アプリケーション実行環境

ミドルウェア／OS

コンピュータ

SaaS
Software as a Service Platform as a Service Infrastructure as a Service

PaaS  IaaS

コンピュータ 仮想マシン

ミドルウェア／OS ミドルウェア／OS

アプリケーション実行環境 アプリケーション実行環境

アプリケーション アプリケーション

アプリケーション・ソフトウェアをサービスとして
提供する仕組み

アプリケーションとその実行環境をサービスとし
て提供する仕組み

システムのインフラからサービスとして提供する
仕組み
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も、2015年のトピックの一つだ。法人
ユーザーへのWindows 8の普及が
必ずしもスムーズに進んでいない背後
には、タッチ操作やタブレット対応への
先進的な取り組みがあると指摘する声
は多い。それによるWindows 7以前
のUIとのかい離は、エンドユーザー様
にとって教育コスト増大に直結するか
らだ。
　こうした課題は、マイクロソフトも十分
認識していたに違いない。Windows 

10は、セキュリティ面などでWindows 

8の機能を進化させる一方、スタートメ
ニューを復活させるなど、Windows 7

以前のOSとの親和性が高いUIになる
見通しだ。

最新CPUがPCと
タブレットの一元化を実現

　次にハードウェアに目を向けておこ
う。注目したいのは、昨年秋に2014

年秋にインテルが発表した世界初の
14nm製造プロセステクノロジー採用
のモバイル向けCPU「Core M」だ。
　よく知られる通り、製造プロセスの微
細化は、処理速度の向上と消費電力
の低下に貢献する。実際、22nm製造
プロセスによる従来のモバイル向けプ
ロセッサと比較すると、Core Mは性能
と大きな相関関係を持つトランジスタ数
が1.4倍になる一方、消費電力を軽減
することで最大熱放出量（TDP）の大
幅削減を実現している。これらのスペッ
ク向上は、“タブレットの軽さ”と“PCの
処理能力”の両立を可能にする。
　Core M搭載製品はすでに各メー

カーから販売が開始されているが、そ
れらはノートPCとタブレットの2台持ちを
解消し、導入コスト削減とIT資産管理
の効率化を図りたいと考えるエンドユー
ザー様にとっての最適解になる。

マイナンバー制度開始で
個人情報管理が厳密化

　テクノロジーという観点からは多少
ずれるが、2015年10月からの「マイナ
ンバー制度」も注目ポイントの一つだ。
これは国民一人一人に番号を付ける
ことで、これまで個別に運用してきた個
人情報の一元管理を実現する制度。
2016年からは、すべての企業は税や
社会保障手続きでマイナンバーへの対
応が求められることになる。

　それは二つの点で大きな意味を持
つ。一つは、多くのエンドユーザー様が
給与・経理システムの改修が必要にな
る点。もう一つは、これまで以上に厳密
な個人情報の取り扱いが必要になる
点だ。会計事務所など、取引先の個人
情報を多く扱うエンドユーザー様にとっ
ても、マイナンバー制度への対応は大
きな課題になる。
　これらを踏まえたうえで、直近の問題
としてエンドユーザー様がまず必要に
なるのは、セキュリティ強化という課題
だ。ウイルス対策ソフト、IT資産管理ソ
フトをはじめとするセキュリティ商材の
販売や、サポート切れOS移行推進の
キーワードとしてビジネスを展開してい
ただきたい。
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●マイナンバー制度開始に向けた工程イメージ

10月

2014年 2015年 2016年

番号通知
（通知カード）

政令・主務･省令整備
番号の利用開始
（社会保障、税分野等）

個人番号カードの交付運用ガイドライン整備

番号法案関連政省令の整備
市町村条例の整備

システム開発（給与、経理、他）

業務手順検討 部材･体制等準備

事前
研修 完全管理研修

体制
予算

リハーサル
トレーニング

業務開始
（社保・税報告期日までに
番号申告）



“月々の権利”の販売で
売上の安定化を推進

　では、2015年の売上を確保する上
で、どのような提案が効果的なのか。ま
ず注目したいのが、クラウドビジネスの
新たな展開だ。
　クラウドから新機能を実装することを
表明したマイクロソフト「クラウドファー
スト」は、今後同社が、クラウドへと軸
足を移すことの明確な意思表示と言え
る。他の大手ソフトウェアベンダーも、今
後は確実にクラウドへの移行を進める
と見られている。こうした中、単なる物
販に留まらないビジネスの展開が求め
られることは間違いない。
　これらのクラウドビジネスへの移行に
伴い、売上減少を危惧するパートナー
様も多い。だがパートナー様にとってク
ラウドビジネスへの移行は、月々の売上
を確実に確保する有効な方法である
のだ。“月 （々もしくは年単位）の権利”を
販売する、サブスクリプションビジネスは
その一例だ。
　例えば、最新版のOff iceソフト、グ
ループウェア、メーラー、Web会議シス
テムなど、ビジネスに不可欠な各種ツー
ルを提供するマイクロソフトの「Office 

365」は、一般商材同様に仕入れ、再
販することができる。エンドユーザー様
に、必要なツールを必要な量、必要な
期間販売することで、パートナー様は
月々安定的な売上を確保することが可
能になる。
　エンドユーザー様のシステム運用・
管理が、リモートで簡単に行えるように
なる点もクラウドの特長の一つだ。中小

企業の場合、IT管理者がほかの業務
を兼任することが少なくない。その結
果、社員のアカウント管理などの工数
が管理者にとって大きな負荷となってい
るのが実情だ。しかし、基幹システムの
クラウドへの移行や、Office 365の活
用などによって、リモートによる保守・管
理をリーズナブルなコストで提供するこ
とが可能になる。
　Active Directoryの運用管理を始
めとするリモートによる運用サポートは、
今後有望なクラウドビジネスになること
が期待されている。

「タブレット＋（プラス）」を
キーワードに案件規模の拡大を

　すでに触れた通り、今年もタブレット
は有望商材であり続ける。売上を確保
するには、その案件規模の積極的な拡
大を図ることが重要だ。そのカギを握る
のが「タブレット＋（プラス）」という考え
方になる。
　それは大きく二方向から考えることが

できる。一つは「タブレットをプラスする」
という方向性だ。具体的には、これまで
PCの普及が進まなかった「使わなかっ
た職場」や「使わなかった人」にタブレッ
トをプラスという提案。タブレットは、PC

に較べて、軽量で携行が容易である
と共に、より感覚的な操作が可能とい
う特長を備えている。これらの特長は、
IT化の遅れが目立つ業種や業務への
普及を後押しする。
　もう一つが、タブレットに目的に応じた
周辺機器・商材をプラスするという方向
性である。モバイルデータの通信環境
のプラスは、その最も分かりやすい例と
なる。
　これまでのPC導入は、機器とソフト
ウェアはパートナー様が受け持ち、通
信手段は通信キャリアが担当すること
が一般的だった。ところが、スマートフォ
ンやタブレットは、通信環境やクラウド
サービスを含めたソリューションとして、
通信キャリアからの提供が開始されて
いる。タブレットというニーズを確実に捉

2015年の売上を確保する提案とは？
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年頭特集　時代の変化はIT投資への好機 2015年、ITビジネスの注力ポイントはこれだ！

●タブレット＋の提案イメージ

タブレットは人の働き方に合わせて無限の選択肢を与えてくれる

さらに必要な周辺機器で、どんなツールにも変化できる。

RFID
リーダー

マウス

バーコード
リーダー

ケース

ドロワー キーボード

通信指紋認証

デジタイザ
ペン

プリンター
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えるには、通信環境も含めた提案は不
可欠なのだ。IIJ（株式会社インターネッ
トイニシアティブ）との共同企画による
大塚商会のWeb回線提供サービスな
どを活用し、ぜひ通信環境を含めた提
案を行いたい。
　そのほか目的に応じて、バーコード
リーダーやR F I Dリーダー、デジタイ
ザペンなどの販売が考えられる。なか
でも特に注目したいのが、「WiDi」や
「Miracast」などの通信規格にもとづ
くワイヤレスディスプレイアダプターで
ある。これらの規格の対応端末であれ
ば、テレビ側にアダプターを用意するこ
とで、テレビ画面をディスプレイとして利
用することが可能になる。
　これらの規格はすでにコンシューマ
市場で大きな注目を集めているが、法
人市場でも会議やプレゼンテーション
への活用など多様なニーズが考えら
れる。

売上拡大に向け注目したい
教育セクターのIT計画

　中堅・中小企業の景況感悪化が指
摘される中、注目したいのが平成26～
29年度に推進される「教育のIT化に
向けた環境整備4か年計画」による教
育セクターの需要だ。
　同計画は、21世紀にふさわしい学
校教育の環境整備を図ることを目的に
した第2期教育振興基本計画（2013

年6月閣議決定）の実現に向けたもの。
第2期教育基本計画では、「教育用
PC1台あたりの児童生徒数3.6人」「コ
ンピュータ教室に40台のPC」「各普通

教室に1台のPC」「1学級あたり1台の
電子黒板・実物投影機の整備」「教員
一人1台の校務用PC」などの目標が掲
げられている。その実現に向け、単年
度1,678億円（4年間総額6,712億円）
の所要額が計上されている。4年間の
総額を1校当りで見ると、小学校564

万円（18学級）、中学校563万円（15

学級）、高等学校（600人程度）424万
円、特別支援学校（35学級）574万円
になる。
　2015年の日本経済の見通しは、決
して明るい話題ばかりではない。だが、
ビジネスのチャンスは確実に存在する。
逆境をバネに、飛躍の1年にしたいとこ
ろだ。
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●教育のIT化に向けた環境整備4か年計画

第２期教育振興基本計画で目標とされている水準

教育のIT化に向けた環境整備4か年計画の所要額イメージ

■ 教育用コンピュータ1台当たりの児童生徒数 3.6人
 ①コンピュータ教室 40台
 ②各普通教室１台、特別教室6台
 ③設置場所を限定しない可動式コンピュータ 40台　
■ 電子黒板・実物投影機の整備（1学級当たり1台）
■ 超高速インターネット接続率及び無線ＬＡＮ整備率 100％
■ 校務用コンピュータ  教員1人1台

■ＩＣＴ支援員の配置 等
 （情報処理技術者委嘱を含む）

教育のIT化に向けた環境整備 

学習用ソフトウェア

ICT支援員

■ 教育用コンピュータ
 （不足台数約 146 万台の新規導入及び既存分約 191 万台に係るリース費用）

■ 電子黒板
  （不足台数約 40 万台の整備及び既存分約 1 万台の更新に係る費用）

■ 実物投影機
 （不足台数約 33 万台の整備及び既存分約 1 万台の更新に係る費用）

■ 無線LAN整備（未整備約38万教室に係る費用）

■インターネット接続費用

■ 教員の校務用コンピュータ（約 95 万台のリース費用） 等 

■ 教育用コンピュータに搭載する学習用ソフトウェアの整備 等
 （教育用コンピュータ新規導入・更新に伴うもの）



最新ITキーワード
IT Keyword

反アマゾン法
【Anti-amazon bill】

Amazonに代表されるネット販売型の書店に対して、書籍の値引きと無料配送を禁じる法律。フランス上院で2014年
6月26日に可決され、大統領の署名を経て同年7月に施行された。ねらいは実店舗を持つ国内の中小書店の保護だ。

　A m a z o nは、書籍・雑誌のネット販売と電子書籍
（Kindle）で急成長を遂げたインターネット企業である。
2012年の売上高（連結）は約611億ドル（約7兆3320億
円）、世界11か国でビジネスを展開中だ。書籍以外の商
品のネット販売やクラウドサービスでも、世界有数の存在
である。
　これだけの大型企業がインターネットを活用してグロー
バルにサービスを提供するとなると、各国・地域に根付い
た既存ビジネスとの間で軋轢が生じることは避けられな
い。小売業界が強いヨーロッパではアメリカ発のネット系
企業に対する警戒感が特に強く、グローバルなネット販売
を規制するためのさまざまな法律や制度が作られてきた。
反アマゾン法の直接の条文は「値引きと無料配送の禁
止」となっているが、その真のねらいがこれまでの“反グロー
バル”規制の延長線上にあることは間違いない。
　そもそも、文化大国を自認するフランスは、小規模経営
の書店を大手チェーンから守るために書籍の値引きを5%

までに制限する書籍再販法（ラング法）を1981年に制定。
Amazonなどのネット販売書店にもこの規制は適用され、
定価の5%までの値引きは許されていた。
　しかし、大量販売でビジネスの効率を高められるネット販
売書店にとって、5%という値引き許容幅はあまりにも小さ
い。そこで、「重たい本を持って帰らなくて済む」ことを実店
舗に対する差別化要素として打ち出すことにした。配送料
をゼロにすれば、値引き率が同じでもネット販売書店のほ
うが消費者にとって魅力的になるからである。フランス議
会はこの状況を「ラング法の精神に反する不当な値引き
行為」と判断。実店舗の書店を保護するために、実店舗
以外での値引きと無料配送の両方を禁止する条文をラン
グ法に追加したのである。
　これに対抗して、Amazonは2014年7月から書籍の配送

料を1ユーロセント（0.01ユーロ、約1円47銭）に引き下げ。
消費者にとっての魅力は多少薄れたものの、“無限”の在
庫と短期納品という強みを武器にネット販売書店のビジネ
スを続けている。
　大型のネット販売書店VS実店舗を持つ中小規模書店
という対立の構図は日本でも生まれているが、反アマゾン
法のように強烈な法律を制定しようとする動きは今のとこ
ろない。書籍・雑誌の値引きは再販法で値引きが禁止さ
れているものの、無料配送はAmazonを含む多くのネット
販売書店が実施中。しわ寄せをかぶる配送業者の側も、
ビジネスプロセスの改善や配送システムの効率化によっ
てネット販売書店からの値下げ要求に応えている状況だ。
　むしろ、現在の焦点となっているのはAmazonの電子書
籍（Kindle本）に消費税が適用されていないという問題で
ある。Kindle本はアメリカにあるサーバーから日本の消費
者に直接に配信されるので、Amazonは日本の国内法に
基づく消費税を納める義務を負っていないのである。
　そこで、日本の書籍販売業者は「海外事業者に公平な
課税適用を求める」との運動を推進。議員への働きかけを
強めた結果、与党が策定する2015年度の税制改正大綱
に「インターネットを通じて海外から日本に配信される音楽
や電子書籍に対して消費税を課税する」制度が盛り込ま
れる見通しとなった。
　国境を越えたビジネスと国内業者／税務当局との対立
は、これまでにも幾度となく繰り返されてきた。租税回避地
（タックスヘイブン）の問題は各国政府の協力と国内法の
整備によってある程度解消されたが、代わって、低税率の
国に本社を移して国内の事業会社をその子会社とする
「海外移転」（インバージョン）がアメリカなどで増加中。経
済のグローバル化には光の部分も陰の部分も存在するの
である。
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コラム　進化するIT基礎技術の可能性

Possibi l i ty  of  IT basic technology

進化する

IT基礎技術の可能性 text by 石井英男
1970年生まれ。ハードウェアや携帯電話など
のモバイル系の記事を得意とし、IT系雑誌や
Webのコラムなどで活躍するフリーライター。

Windowsタブレットや2-in-1 PCを大きく進化させる
インテルの最新CPU「Core M」

　 2 0 1 4年 9月5日、インテルは開発コードネーム
「Broadwell-Y」と呼ばれていた新CPU「Core M」を発
表した。今回発表されたのは、「Core M-5Y70」「Core 

M-5Y10a」「Core M-5Y10」の3モデルで、いずれもデュア
ルコアCPUだが、1つのコアで2つのスレッドを同時実行で
きるHyper-Threadingテクノロジーの搭載により、同時に
4つのスレッドを実行できる。Core Mは、最先端の14nmプ
ロセスルールで製造された世界初の製品であり、第4世代
Coreプロセッサの中で、最もTDPが低いYプロセッサ（開
発コードネームHaswell-Y）の後継となる。Haswell世代で
は、TDPの低いUプロセッサやYプロセッサも、フルサイズ
ノート用やデスクトップPC用と同じCore iブランドが付けら
れていたのだが、Broadwell世代からは最もTDPが低いY

プロセッサのみ、Core Mという新たなブランドが与えられる
ことになったのだ（Yプロセッサ以外のデスクトップPC向け
やパフォーマンスノートPC向けのBroadwell-H/K/Uは第5

世代Coreプロセッサとして2015年に出荷予定）。
　Core Mは、主にWindowsタブレットや2 in 1 PC向けと
して開発されたCPU（正確にはGPUやチップセットの機能
も統合したSoC）であり、TDPが4.5Wと低いことが最大の
魅力である。TDPが低いため、従来のHaswell-Yでは困
難だった、厚さ9mm未満のファンレスタブレットを実現でき
る。これまで、インテルが新たなプロセスルールに移行す
る際には、マイクロアーキテクチャを変更せず、そのままシュ
リンクすることが通例であったが、Broadwell-Yでは、TLB

の増加や浮動小数点演算速度が高速化されるなど、マイ
クロアーキテクチャもHaswell-Yに比べて改良されており、
クロック当たりの命令実行数は5％ほど向上している。さら
に、GPUのシェーダプロセッサであるEUの数が20基から
24基に増えたことで、GPUの演算性能は20％向上してい
る。プロセスルールが従来の22nmから14nmに縮小された
ことで、トランジスタ数はHaswell-Yの1.4倍の13億個に増
えているにも関わらず、ダイサイズは131平方mmから82平

方mmへと40％縮小している。Haswell-YのTDPは11.5W

であり、TDPは実に60％も削減されているのだ。パッケージ
サイズも約半分になっており、基板の小型化に貢献する。
動作クロックは、Haswell-Yに比べて多少下がってはいる
が、性能はほぼ同じレベルである（つまり、消費電力あたり
の性能は大きく向上している）。要するに、Core Mを採用
すれば、従来製品に比べて、より薄く、より軽く、よりバッテ
リーが長持ちするWindowsタブレットや2 in 1 PCを作るこ
とができるのだ。
　Core Mの発表を受けて、大手PCメーカー各社がCore 

M搭載のWindowsタブレットや2 in 1PCを発表している。
例えば、パナソニックから登場した「Let's note RZ4」は、
Core Mを搭載したコンバーチブル型の2 in 1 PCである。
重量は約745gと軽いが、バッテリー駆動時間はJEITA 1.0

準拠で約14時間、JEITA 2.0準拠で約10時間と長い。ま
た、デルの「Venue 11 Pro 7000」は、Core Mを搭載した
Windowsタブレットであり、約8時間のバッテリー駆動とファ
ンレス動作を実現している。このように、Core Mを搭載し
たWindowsタブレットや2 in 1 PCは、スリムで軽く、高性
能、しかもバッテリーが長持ちするという、ビジネスユーザー
にとって、非常に魅力的な製品である。2014年末から
2015年初頭にかけて、Core M搭載機が次 と々市場に投
入されることになるが、買い換え需要を含む、大きな商機と
なることが期待できる。

左が前世代のUltrabook向け
「Core i」（Haswell-U/Y）。右
が14nmプロセスルールで製造さ
れる「Core M」（Broadwel-Y）。
パッケージサイズは約半分に
なっている
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モノのインターネット
【Internet of Things（IoT）】

無線通信装置を内蔵したセンサーや電子機器がインターネットと直接に情報をやり取りする、モノのインターネット
（Internet of Things：IoT）。エネルギー管理やITヘルスケアを実現するための仕組みとして、すでに一部で活用が
始まっている。

　センサーや電子機器同士が直接に通信する形態とし
て、Machine-to-Machine（M2M）と呼ばれるものがある。
インターネットを介して行うM2Mが、「モノのインターネット」
あるいはInternet of Things（IoT）だ。現在では、「インター
ネットに無線で接続可能なセンサーや電子機器」という意
味でも使われている。
　サーバーとクライアントPCで情報を収集・処理するこれ
までのITと違って、IoTではクラウドとインターネットを現実
世界（リアルワールド）により近い領域に役立てていくのが
特徴的である。
　例えばエネルギー管理の分野では、各家庭に設置され
たスマートメーターが集めたリアルタイムの使用量を基に
電気や都市ガスの製造量や配給方法の最適化が可能。
宅内エネルギー管理システム（HEMS）と連携させれば、
個々の家電製品のオンオフや能力制御を離れた場所から
インターネット経由で行うことも可能になる。
　また、急速に市場が立ち上がりつつあるITヘルスケア
の領域では、家庭内の健康器具やウェアラブルデバイス
で取得した測定値（体重、脈拍、血圧、呼吸、尿糖など）を
クラウドで分析するサービスがすでに稼働中。法制面で乗
り越えるべき壁はあるものの、地域医療連携に組み込もう
とする動きも盛んだ。
　このほか、工場の製造設備、倉庫や物流経路に設置し
た無線ICタグ（RFID）リーダー、自動車（コネクテッドカー）、
企業や家庭に設置されたセキュリティ機器なども、IoTの
活躍が期待されている分野である。
　IoTを実現するための要素技術としては、低消費電力型
の無線通信とユニークな識別コードの2つが重要だ。
　まず、無線通信については、ZigBee（IEEE 802.15.4）
やBluetooth（IEEE 802.15.1）などの近距離無線通信

（PAN）がIoTでの主役となる。数年間は電池交換なしで
動き続けることが求められるIoTの世界では、クライアント
PCやタブレット／スマートフォンで使われている携帯電話
（LTE）や無線LAN（IEEE 802.11）は消費電力が大き過
ぎて使えない。ただ、PANの到達可能距離は10m程度と
短いので、センサーや電子機器の近くになんらかのゲート
ウェー装置が必要になる。
　次に、使用者を特定したりサービスに課金したりするた
めのユニークな識別コードも必要だ。携帯電話にはIMEI

（電話機ごと）やIMSI（加入者ごと）などの固有番号があ
るが、IoT対応の電子機器ではそのような世界的な枠組
みがまだ確立していない。活用に向け、動きの速い流通
や物流の領域ではRFID用のユーコード（ucode）（発番は
ユビキタスIDセンター）やEPC（発番はAuto-ID Center）が
使われることになるだろうが、他の領域ではこれから検討と
調整が始まる見込みだ。
　なお、典型的な活用例からも明らかなように、IoTは社会
全体と関わる大型のシステムとなる。このため電力・都市
ガス・鉄道といった公益産業を別にすれば、民間の一企
業が自社のサーバーにIoT用アプリケーションを組み込ん
で業務処理に利用するという使い方はまず考えられない。
　ほとんどの場合は、業界クラウドなどの半公共的パブリッ
ククラウドを介した利用法になるはず。膨大な数のIoT対応
電子機器が生成する“ビッグデータ”によって通信回線に
大きな負荷がかかることを考えれば、収集した情報を蓄える
データベースもIoT対応電子機器を制御するためのアプリ
ケーションもクラウド側に置く形態がもっとも合理的だ。
　今後、伸張する分野として注目されるので、どのような
ビジネスが成り立つのかをパートナー様はリサーチすべ
きだ。
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